
報告労働局：沖縄労働局

有識者 産業界（労使） 訓練実施機関 行政機関等

１　制度の周知について

・受講案内やガイドブック等のパンフレットを
作成して広く周知している。（能美委員）

２　地域特性を踏まえた訓
練設定について

３　人材不足分野につい
て

４　受講者属性等を踏ま
えた訓練設定について

・在職者訓練のレディメイドコース（昼間）の
増加を図っていきたい。（能美委員）

５　訓練実施機関につい
て

６　総論的意見について

７　その他
（上記１～６以外の意見）

令和2年度地域訓練協議会（３月実施分）で出された主な意見
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